
 
２０２６年４月１７日 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 

不動産の経済的残存耐用年数査定サービスの提供開始 

～建築・不動産鑑定の専門家による経済的残存耐用年数レポートを提供～ 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社（代表取締役社長：中村 隆久、以下「ＳＯＭＰＯリスク」）は、 

４月１７日より投資用不動産、企業不動産（ＣＲＥ）等を対象とした「経済的残存耐用年数（ＥＲＵＬ®*１）査

定サービス」の提供を開始します。本サービスは、不動産の減価償却費の見積もりやレンダーによる融資時のリ

スク判断において、適正な不動産価値の評価に貢献します。サービス提供にあたり、ＳＯＭＰＯリスクは株式会

社鑑定法人エイ・スクエア（代表取締役社長：大森 利）と業務提携契約を締結し、両社連携のもと本サービス

を提供します。なお、本サービスはビジネスモデル特許を取得しています（特許第７８２２０１４）。 

*１ Economic Remaining Useful Life の略称：登録商標第７０３４１２１号 

 

１．背景 

従来から投資用不動産の減価償却には税法上の「法定耐用年数」が一般的に用いられています。しかし、この

法定耐用年数は、実際の建物の使用可能年数より短い場合があります。投資運用会社等には、使用可能年数を考

慮し、実態に即した純収益を計上したいというニーズがあるものの、減価償却期間の変更には監査法人への合

理的な説明が必要となる場合があり、その運用においては課題が残されています。 

また、金融機関が不動産に融資をする際には、対象不動産が融資期間中に十分な収益を得られるかどうかを

判断する必要があります。特に法定耐用年数を過ぎた不動産を対象とする場合、実際には融資期間を超える経

済的残存耐用年数を有していることを合理的に説明する建築および不動産に関する専門家によるレポートが求

められます。 

さらに、既存建物ストックの有効活用*２が社会的課題となっている現在、不動産の適正な経済的残存耐用年

数評価のニーズは、投資運用会社や金融機関だけでなく社会全体で高まっています。 

*２ 既存建物を壊さず、適切なタイミングでの修繕・設備機器更新を行い長寿命化・有効活用する手法。 

 

２．本サービスの内容 

本サービスは、建築・不動産鑑定の専門知識に基づき、対象不動産の物理的耐用年数、予測される収入と費用

から算出されるＮＣＦ（ネットキャッシュフロー）による経済的限界年数、そして物件固有の個別性といった複

数の指標を総合的に勘案し、合理的な年数を「経済的残存耐用年数」として提示します。 

 

３．本サービスの活用方法 

・投資用不動産、企業不動産（ＣＲＥ）等の減価償却費の算定根拠となる耐用年数の評価 

・金融機関の融資判断におけるリスク評価 

・ＩＦＲＳ適用会社等における不動産の時価評価 

・減損会計の適用を検討する際の資産の使用価値の算定



 

４．受注目標 

２０２６年度には１００件（３，０００万円）程度の受注を目指します。 

 

５．今後の展開 

２０２７年には、インターネット上で一般ユーザーが対象不動産の概要を入力することにより経済的残存耐用年

数を簡易的に査定できるＳａａＳサービスの提供を予定しています。 

 

 

 

サービス内容に関するお問い合わせ先 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社  

不動産リスクソリューション部［担当：中里、中村］ 

〒１６０－００２３ 東京都新宿区西新宿１－２４－１ エステック情報ビル 

TEL：０３－３３４９－４３２０（直通） 

報道機関の方からのお問い合わせ先 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社  

マーケティング戦略部 広報担当 

〒１６０－００２３ 東京都新宿区西新宿１－２４－１ エステック情報ビル 

TEL：０３－３３４９－３５００ 

以上 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメントについて： 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社は、ＳＯＭＰＯグループの一員として、社会・企業が直面する課題の解

決に貢献するリスクマネジメントコンサルティング会社です。 

経営コンサルティング、リスクエンジニアリング、データドリブン推進、サイバーセキュリティの４事業を展開

し、全社的リスクマネジメント（ＥＲＭ）やサプライチェーンリスク管理、サイバーセキュリティ対策、事業継

続（ＢＣＭ・ＢＣＰ）、防災・減災など幅広い領域で専門性の高いソリューション・サービスを提供しています。 

これらのソリューション・サービスを通じ、お客さまの「安心・安全・健康」の実現を目指します。 
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